
 皆様、本日はお忙しい中ご参加いただき、誠にありがとうございます。CFO
の松下です。

 本日は、2024年3月期第2四半期決算、通期業績予想、セグメントの状況、
中期経営計画の取り組み状況、及び資本コストや株価を意識した経営の実現
に向けた対応について、説明いたします。

 まず、「第2四半期決算」について説明します。5ページをご覧ください。









 営業収益は、社会経済活動の正常化が一層進み、鉄道事業を始めとした各事
業における需要が緩やかに回復したことなどにより、対前年で205億円増の
1,907億円となりました。

 営業利益についても、営業収益の増加により、対前年で156億円増の268億
円。EBITDAについては、対前年で171億円増加し、424億円となりました。

 また、親会社株主に帰属する四半期純利益は、ドラッグイレブン株式の売却
に伴う特別利益の増加などにより、対前年で159億円増の279億円となりま
した。

 次に、「通期業績予想」について説明します。9ページをご覧ください。









 通期業績予想及び配当予想については、8月8日公表の予想から変更してお
りません。

 引き続き、収入の回復動向を注視しつつ、今期業績予想及び中期経営計画の
数値目標達成に向けた各種施策を推進してまいります。

 次に、「セグメントの状況」について説明します。14ページをご覧くださ
い。











 運輸サービスセグメントにおいては、鉄道旅客運輸収入が緩やかな回復傾向を
維持し、想定並みに推移しています。

 内訳を見ますと、定期外収入が想定よりやや弱含むも、定期収入が想定より強
く、結果として全体ではインラインという状況です。

 鉄道事業の費用については、動力費が想定より低く推移している一方で、修繕
費は下期にコロナ禍での抑制の反動増を見込んでいます。

 続いて、鉄道事業におけるトピックを3つご説明します。次のページをご覧く
ださい。



 まず、鉄道事業のインバウンドの状況について説明します。

 第2四半期のインバウンド収入は第1四半期からほぼ横ばいですが、2019年3
月期との比較ではやや伸長しております。

 インバウンド収入の過半を占めるJR九州レールパスの販売数については、中
国の実績がまだ2019年3月期のレベルまで戻らない中、全体の販売数は同レ
ベルに回復しています。

 10月1日からはJR九州レールパスやジャパンレールパスの価格改定を行って
おり、さらなる収入確保に努めます。

 次のページをご覧ください。



次に、駅体制の変更について説明します。

 10月1日より、JR九州が子会社に委託している駅業務を全て直営に切り替えま
した。

これまでの課題として、委託駅では一部行えない業務がある中で、駅の無人化
の進展に伴い、直営駅の負担が増して非効率となっていました。今回の直営化
により、この非効率性を解消するとともに、間接部門の縮小や組織力の向上、
人事運用の活性化を図ります。

直営化により、駅業務に従事する子会社の従業員は原則JR九州にて雇用を継続
することとなるため、単体決算においては、人件費が増加する一方で、委託費
が減少し、結果として利益にはほぼ影響はなく、連結決算においてもほぼ影響
はありません。

次のページをご覧ください。



最後に、運賃制度の在り方に関する議論について説明します。

６月に開催された鉄道運賃・料金制度のあり方に関する小委員会では、総括原
価の算定方法に関する見直しの方向性が議論され、今年度中の改正を目指す方
針が示されました。

当社としては、運賃設定に自由度があれば、持続的でより良いサービスの提供
に繋がるとの考えは変わらないものの、収入原価算定要領の今年度での改正が
検討されていることは、これまで条件の厳しさから運賃改定が困難であった当
社にとってはポジティブであると捉えています。

引き続き、要領改正の具体的な内容について注視していきます。

 19ページをご覧ください。





 次に、不動産・ホテルセグメントの状況について説明します。

 まず、不動産賃貸事業については、主要既存駅ビルのテナント売上高が回復
傾向を維持しており、インラインで推移しております。

 オフィスビルや賃貸マンションについても空室率に大きな変化はなく、堅調
に推移しております。

 また、11月10日には「JR長崎駅ビル」の開業を予定しており、下期には開
業経費を見込んでおります。

 次のページをご覧ください。



 不動産販売事業については、分譲マンション販売が前年に対し若干の増収で
想定通りに推移しており、保有物件の売却についても第1四半期において賃貸
マンション1棟を第三者に売却しており、順調に進捗しております。

 続いて、当社の分譲マンション販売事業についてご説明します。次のページ
をご覧ください。



 当社では、沿線ネットワークを活用したまちづくりの一つとして、1989年
より九州の主要都市を中心に分譲マンションの供給を開始し、事業を展開し
てきました。

 JR九州のマンションブランドである「MJR」は、九州において確固たる地位
を確立し、九州トップクラスの販売実績を有するブランドとして、これまで
に9,000戸を超える分譲マンションを安定的に供給してきました。

 近年では首都圏や関西圏でも事業を展開しており、フィールドを日本全国へ
と広げています。東京初進出物件となる「MJR深川住吉」は既に完売してお
り、下期に引き渡しの開始を予定しております。

 今後も九州内外において事業を展開することで、安定的な供給を図るととも
に、更なる沿線住民の増加や沿線地域の活性化に貢献してまいります。次の
ページをご覧ください。



 続いて、ホテル事業の状況について説明します。

 宿泊需要の更なる高まりを受け、ADRは、首都圏や福岡エリアを中心とした
インバウンド需要が牽引し、第1四半期を更に上回る結果となりました。

 また2024年初頭には、「長崎マリオットホテル」の開業を予定しており下期
に開業経費を見込んでおります。

 次のページをご覧ください。



 流通・外食セグメントについては、人流回復を受け、コンビニエンスストア
やファーストフード店が業績を牽引し、第1四半期からの堅調な業績を維持し
ています。

 次に「中期経営計画の取り組み状況」について説明します。26ページをご覧
ください。







 当社は、2030年長期ビジョンの実現に向け、2024年度までの3か年の中期経
営計画において、「成長軌道への復帰を図る」ステージとし、3つの重点戦略
を推進しています。

 次のページをご覧ください。



 まず、鉄道事業の事業構造改革について説明します。鉄道事業においては、
他社との連携や新技術の活用による業務効率化を推進しています。

 AIを活用した業務効率化の例として、AIとチャットによる忘れ物問合せサー
ビスを9月から開始しておりますが、お問い合わせへの対応時間が電話に対
して約60％減少するなど、従業員の負担軽減となっているほか、お客さまに
対するサービス向上にもつながっています。

 また、新幹線軌道のボルト緩み検知の自動化にもAIを活用しており、線路巡
視に係る延べ人員が34％減少しました。

 このほか、災害で被災した営業車両を検測車としてリニューアルすることで
検測作業の効率化を図るとともに、ビッグデータ収集による管理手法の高度
化とCBMの実現にも取り組んでいます。

 次のページをご覧ください。



 続いて、重点戦略の2点目、「豊かなまちづくりモデルの創造」に向けた取り
組みについて説明します。

 西九州新幹線は開業から1年を迎えましたが、お客さまのご利用は2019年3月
期の在来線特急の実績と比較して102％程度で順調に推移しており、開業効果
は継続していると認識しています。

 また、定期券の利用者数は開業時から約2倍に増加しており、沿線自治体も新
幹線通勤支援制度の導入を進めるなど、地域とともに更なる利用の促進に取り
組んでまいります。

 西九州エリアでの開発状況については、10月に温泉旅館の「嬉野八十八」が
開業し、11月10日には「JR長崎駅ビル」の開業が控えています。2024年初
頭には「長崎マリオットホテル」の開業を予定しており、引き続きまちづくり
を通して新幹線開業効果の持続と最大化を目指してまいります。

 次のページをご覧ください。



 福岡エリアにおいては、今年4月に複合体験型アウトドア施設
「ABURAYAMA FUKUOKA」が第1期開業を迎え、10月には第2期開業とし
てシェアオフィスが開業いたしました。今後もグランピング施設などの開業
を順次予定しております。

 このほか、今期は来年1月に有料老人ホームを含めた複合開発「りすのこス
クエア」の開業と、来年3月には博多駅周辺のオフィスビル「コネクトスク
エア博多」の開業を控えております。

 今後も成長を続ける福岡市および周辺エリアにおいて、幅広い領域でのまち
づくりを推進していきます。

 次のページをご覧ください。



 地域交通に関する取り組みについて説明します。

 平均通過人員が1日あたり2,000人未満の線区について、昨年度の収支を開示
しました。

 このうち、７つの線区については、2019年より沿線自治体と協働で「線区活
用に関する検討会」を立ち上げています。

 今後も、人口減少やコロナ禍による地域交通を取り巻く状況の悪化や、ロー
カル線では大量輸送という鉄道特性が発揮できていないことを受けて改正さ
れた地域交通法の趣旨を踏まえ、地域交通について沿線自治体と議論を進め
てまいります。

 次のページをご覧ください。



日田彦山線BRTひこぼしラインが、8月28日に開業を迎えました。

 1日の平均乗車人員は381人と、鉄道時代の平均通過人員を上回る実績となっ
ており、現場のスタッフの感覚では、6割程度が観光のお客さま、4割程度が
地元のお客さまとなっています。

そして、今回新たに設定した、朝夕の通学時間帯を中心に経由する日田市内の
「高校ルート」では、朝通学時間帯のご利用者が代行バス時代のおよそ2倍と
なっており、地元の高校生からは、通学手段を両親の送迎からBRTに切り替え
たとのお声や、部活の練習が遅くまでできるようになったとのお声もいただい
ています。

このご利用状況が一過性のものとならないよう、引き続き地域との連携を継続
していきます。

次のページをご覧ください。



 従業員エンゲージメントの向上に向けた取り組みについて説明します。

 従業員エンゲージメントは当社の企業価値向上にとって重要な要素と捉えて
いますが、コロナ禍を経て、従業員意識調査における総合満足度が低下して
いることを課題と認識しています。

 その要因の一端はコミュニケーションの希薄化にあると考え、昨年度より経
営陣による全社員を対象とした意見交換会を実施しています。

 これにより、企業理念や会社施策、来年度から予定している新しい人材戦略
や人事・賃金制度改革への理解浸透を図るとともに、意見交換の中で挙がっ
てきた改善提案に対しては、早急に対処すべく、将来に資する内容を優先し
て実施計画を策定しています。

 最後に、資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた当社の対応につい
て説明します。34ページをご覧ください。





 当社は、資本収益性の改善は経営上の重要課題であると認識しており、現中
期経営計画ではROE8%以上を目指すこととしています。

 当社のPBRはこれまで1倍程度で推移しておりますが、これを改善していくた
めには、ROEの中長期的な維持・向上を図るとともに、その取り組みについ
て資本市場から十分な評価をいただくことで、PERの向上を図っていくこと
が必要だと認識しています。

 ROEの中長期的な維持・向上のための取り組みとして、当社はこれまで事業
ポートフォリオの継続的な見直しや既存事業の収益力向上に取り組んできま
した。これらの取組みを継続して行っていくとともに、資本市場の皆さまと
の対話を通じて、これらの取組みの内容を十分にご理解いただけるよう努め
てまいります。

 以上で説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。


















